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多文化・多民族化の現状を例示すると、日本の場合、在留外国人数は約 223 万人（2015 年現在）で総
人口に占める割合は約 1.8％、多い順に中国人、韓国人、フィリピン人、日系ブラジル人及びベトナム人
などからなり、小中学校在籍外国人児童・生徒数は約６万４千人（2014 年）である。また、韓国の場合
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基本法」（2007 年）、「多文化家族支援法」（2008 年）、「多文化基本法」（2009 年）及び「多文化






























































































































































































理解に対しては国際理解教育が用いられている。教育課程には、2007 年と 2009 年以降、国際理解教育
とともに、多文化教育の概念が取り入れられて強化されたが、それらはあくまでも例示的なものに留ま
っている。本論文で取り上げた日本と韓国の小学校の先進的事例は、多文化（的）教育が積極的に行わ
れているという共通点が見られた。学校全体を通して、相互の文化理解の能力を育成するため、異なる
文化を学ぶ文化教室が開かれており、マイノリティの社会適応とアイデンティティの確立に関して、外
国につながる人々と地元のボランティアなどとの連携がはかられている。他方、相違点としては、日本
の場合、十分であるかどうかは別として、日本語が苦手な生徒に母語で対応するカリキュラムが取り入
れられ、アイデンティティの確立と学力向上への取り組みが行われていたのに対して、韓国の場合は、
韓国語のレベルアップに焦点化されている。先進的事例をその他の地域や学校に一般化していくことが
求められると共に、日韓両国における母語教育の推進にいっそうの課題が残されている。
第三に、社会教育や地域社会における草の根レベルの活動をいかに組織するのかという課題である。
生活に不可欠なホスト国の言語・文化を学習し、自己の文化的アイデンティティも保ちつつ、地域の人
々との交流によって対等な人間関係が築き上げることが重要である。韓国では、2009 年度から多文化家
庭への平生教育プログラム運営支援事業が始まっている。当該プログラム運営支援事業は、出身国の言
語及び文化的特性を考慮しつつ、自国の文化理解と自己理解の向上をめざすと共に、社会活動への参加
を促しており、こうした活動が日本においても求められている。本論文で、社会教育の事例として取り
上げた、日本の「三鷹市国際交流協会」と韓国の「北区多文化家族支援センター」では、生活支援を主
とした言語学習が行われ、地域住民との積極的な国際交流がはかられていた。ここでは共に、国際協力
と相互理解の促進が目指されていることが特徴として指摘される。また、地域社会の多文化（的）教育
活動として取り上げた、日本の「多文化共生センター東京」と韓国の「国境のない村」及び「セナル学
校」は、地域市民の自発的な参加によって立ち上げられ、外国につながる人々への教育支援が行われて
いる。ここでは、地域住民であるボランティアとの交流による「共生」が目指されており、学習の場の
みならず居場所づくりとしても重要な位置を占めている。
４．総評
本論文は、多文化・多民族化しつつある日本と韓国の学校教育、行政施策としての社会教育および NPO
等、地域社会における主要には外国につながる人々への言語的・文化的な教育活動の比較を通して､多文
10
化（的）教育の取り組みを分析し、その課題について明らかにすることを目的としている。その際、そ
れらの活動を連携・協働して取り組む活動においてこそ有効な対応ができるという立場から分析するこ
とを課題としている。
本論文の成果として、以下の点が指摘できる。
第一に、先行研究にない連携という視点から、日韓両国の多文化（的）教育の在り様を子細に分析・
検討し、推進ないし改善するためのいくつかの有益な示唆を得ていることである。また、多文化教育の
視点と国際条約の視点を分析視点として立ち上げ、日韓の多文化（的）教育の特徴と性格を､その長所と
共に改善点を明らかにしている点は高く評価される。その詳細についてはここで論述してきたとおりで
ある。
第二に、比較教育学会や国際教育学会及び関連教育学会でも多くの研究が一国研究に留まり、国家間
比較は避けられる傾向がある中で、日本と韓国の多文化（的）教育の特徴を比較の方法を用いて解明す
ることに挑戦し、一定の成果を上げていることである。二国間比較を行うには、それぞれの国の教育全
般にわたる知見だけでなく、教育を取り巻く政治的、法的、経済的及び社会的状況等に関する知見も求
められるが、本人の経歴を最大限生生かして教育分野以外の先行研究にも当たり、本論文を書き上げて
いることは、その価値を高めている。
第三に、語学力を生かして日韓双方の社会教育機関や平成教育機関、地域社会で活動する NPO に入り
込み、聞き取り調査（半構造化面接法）や参与観察を通して、政策とは異なる地域社会における多文化
（的）教育の現状把握と課題の抽出を行っており、文献資料からなる理論研究に視野の広がりと厚みを
加えていることである。
第四に、とりわけ、光州「北区多文化支援センター」、京畿道安山市の「国境のない村」及び多文化
代案学校「セナル学校」における多文化教育の分析は、全体像と特徴がその意義と共に明確に描かれて
おり、今後の日本における韓国研究において先行研究としての先駆的役割を果たすものと思われる。
本論文には以上のような優れた研究成果が認められる一方で、次のような課題もある。
第一に、学校教育における多文化（的）教育の課題として、外国につながる生徒及び文化的・民族的
・社会的背景の異なる生徒の学力向上を母語・母文化教育及び国語（公用語）教育との関わりで分析す
ることである。本論文では、先進的事例の聞き取り調査及び参与観察から得られた事実から、学力向上
の分析を行ったが、教育現場の指導者と協力しつつ、学力向上の取り組みを創出していく実践の多様な
在り方について究明することが残されている。
第二に、社会教育・平成教育と地域社会における多文化（的）教育活動の事例分析が少ない点である。
その他の事例分析のいっそうの積み重ねから得られる成果を一般化していく作業が残されている。社会
教育の関連機関及び地域社会の教育団体・組織などは数多く存在しているが、先進的と思われる多文化
（的）教育が行われている事例は限定されている。しかし、こうした作業を地道に積み上げていくこと
が必要である。
第三に、本論文では、日本と韓国の多文化（的）教育活動に関する考え方や事例の比較分析を行った
が、比較の方法論に基づく分析の精緻化という課題である。本論文で参考にした比較の要因分析法は、
教育における共通点と相違点の説明を､教育活動に影響を与えている歴史、政治、経済、社会、宗教及び
文化等の諸要因との関係で説明する古典的な方法であるが、これが充分に果たされたとは言い難い。
以上の課題は残されているが、これらの諸点については本人も自覚するところであり、今後の研究の
発展に生かされるものと思われる。多文化（的）教育の日韓比較から多くの知見と課題を提示している
本論文を総合的に判断して、審査員一同、博士（教育学）の学位を授与するに値するとの結論を得たの
で、ここに報告する。
